
１ まちづくり目標の進捗状況 

 新居浜市の「環境の現状と課題」や「市民・事業者アンケート調査結果」及び「第四次長

期総合計画」などを踏まえ、めざす環境像「こどもたちの未来のために～人と自然が共生し、

かけがえのない環境を大切にするまち“にいはま”」を実現していくために、６つのまちづく

り目標を掲げ、基本方針を取りまとめています。 

 ここでは、６つのまちづくりの目標の平成２４年度における進捗状況をご報告します。 

 

 

 

 

１．取組状況 

 大気や水、土壌などの良好な状態を保ち、安全な食品に気を配り、不快な音や揺れ、悪

臭のない暮らしを大切にするため、施策の体系に基づき、４９の項目に分けた計画となっ

ています。 

 平成２４年度の主な取組状況として、 

○大気汚染対策 

監視システムの充実として市内３測定所にて監視を実施。また、交通渋滞対策と

して幹線道路の整備を実施した。（環境保全課・道路課） 

○水質汚濁対策 

市街地の公衆衛生の向上と公共用水域の水質保全を図るため、浄化槽設置補助の

実施や公共下水道の整備を実施。また、公共下水道に接続している事業場について、

排水調査を実施した。（下水道管理課・下水道建設課・環境保全課） 

○土壌・地下水の保全 

大気・土壌における有害物質の調査、上水道水源地２２箇所での水質検査、およ

び水位観測所３４か所での連続観測を行っている。（水源管理課・環境保全課） 

○遊休農地の活用 

 遊休農地などを活用し、自然農園を開設することで農地の保全整備に努めている。

また、平成１３年度から市内３か所に景観形成作物（ひまわり等）を植え付け、開

花時期に近隣の園児および高齢者を招待し自然体験学習を行った。（農林水産課） 

○悪臭対策 

 市に申立てのあった悪臭苦情について調査および指導を実施。（環境保全課） 

○騒音・振動対策 

 市内５区間の道路交通騒音調査を実施。（環境保全課） 

○食環境の保全 

学校給食には無添加食品や安全で新鮮な地元農産物の使用に努めている。また、

一部の小学校では食品リサイクルを推進している。さらに、一次加工物による堆肥

を使用し、学校農地で農作物の生産を始めた。（学校給食課） 

 

 

 など、人の健康の保護および生活環境の保全に努めています。  

①暮らしを大切にするまち（生活環境の保全） 



２．目標設定項目の進捗状況 

大気汚染物質については、自動測定機により常時監視しており、二酸化硫黄および二酸

化窒素は環境基準を達成していますが、光化学オキシダントおよび浮遊粒子状物質は環境

基準を達成していません。原因としては、黄砂などの測定時の気象条件や大気中に自動車

や事業所から排出される窒素酸化物などの影響が考えられます。 

 

 

 

 

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

1 

大気汚染 

物質の 

環境濃度 

二酸化硫黄 

（ＳＯ２） 

環境保全課 

環境基準の 

達成維持 

環境基準の 

達成維持 

環境基準達成 

（５/５地点） 10 

2 
二酸化窒素 

（ＮＯ２） 

環境基準の 

達成維持 

環境基準の 

達成維持 

環境基準達成 

（５/５地点） 10 

3 
浮遊粒子状物質 

（ＳＰＭ） 

環境基準の 

達成維持 

環境基準の 

達成維持 

環境基準未達成 

（１/５地点）  

4 
光化学オキシダント 

（Ｏｘ） 

環境基準の 

達成維持 

環境基準の 

達成努力 

環境基準未達成 

（０/４地点） 10 

5 
合併処理浄化槽設置基数 

（補助対象累計） 

８７３基 

（Ｈ１４） 
１，８４３基 １，８４３基 18 

6 
ダイオキシン類の環境調査 

（大気・水質・土壌） 

環境基準の 

達成維持 

環境基準の 

達成維持 

環境基準達成 

（調査地点：大気１、土壌１） 
39 

7 地下水調査 

環境保全課 

水源管理課 
水質・水位の 

定期調査 

水質の定期調査 ２４地点で実施 25 

水源管理課 水位の定期調査 ３４地点で実施 25 

8 公共下水道人口普及率 下水道建設課 
４８．９％ 

（Ｈ１４） 
－ ５９．４％ 18 

9 自然農園開設箇所数 

農林水産課 

５７か所 

（Ｈ１６） 
５５か所 ５３か所 69 

10 認定農業者数 
２２人 

（Ｈ１６） 
４１人 ３３人 72 

 



 

 

 

１．取組状況 

 海、川、山など健全な自然環境とともに生活することが、人間にとって最も大切であり、

新居浜市にある豊かな自然を保全し回復させるため、施策の体系に基づき、５１の項目に

分けた計画となっています。 

 平成２４年度の主な取組状況として、 

○自然共生事業の実施 

 貴重な自然を次世代に継承していくために、外来生物の調査リストを作成し、身

近な動植物や自然環境とふれあう機会を充実させることを目的に、水生生物観察会

および外来生物の観察会を実施。（環境保全課） 

○野生動植物の保護 

『ツガザクラ自然保護協議会』において、ツガザクラ等の保護のため、保護柵の

設置・維持管理及び定点観測を実施。（環境保全課） 

○公共施設への国産材の使用 

若宮保育園の内装について木質化を実施。（建築住宅課） 

○河川・水路の保全整備 

市民一斉清掃や、アダプトプログラムなどにより、河川や水路の散乱ごみの回収

や除草を実施。（市民活動推進課・下水道建設課・ごみ減量課） 

○海域・海岸の整備 

 一部護岸の老朽化が激しいところについて、改修を実施。また、マリンパーク新

居浜の水質検査を実施している県から、水質が良好な海水浴場と報告を受けている。

（農林水産課・港湾課） 

  

など、人と自然が共生する環境の実現に努めています。 

 

 

 

②自然を大切にするまち（自然環境の保全） 



２．目標設定項目の進捗状況 

生き物調査とリストの作成については、外来生物の冊子およびマップの作成に取組み、

目標どおり進んでいます。また、尻無川は水質目標を達成しましたが、東川については水

質目標が達成できませんでした。海域の環境基準は目標を達成できました。 

 緑被率、自主防災組織の組織率は順調に推移し、目標値を達成しています。 

 

 

 

  

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

11 生き物調査とリストの作成 環境保全課 － ３分類 ４分類 51 

12 緑被率 都市計画課 
５９．１％ 

（Ｈ７） 
現状維持 現状維持 108 

13 
尻無川・東川の水質改善 

（ＢＯＤ） 

環境保全課 

尻無川 

３．５mg/l（Ｈ１３） 

東 川 

４．３mg/l（Ｈ１３） 

３．０mg/l 

以下 

尻無川 ２．３mg/l 

東 川 ３．５mg/l 
20 

14 
海域の環境基準達成率 

（ＣＯＤ） 

３１．０％ 

（Ｈ１４） 
１００％ 

１００％ 

（１２／１２） 2 

15 自主防災組織の組織率 防災安全課 
１５．６％ 

（Ｈ１５） 
１００％ １００％ 95 

 



 

 

 

１．取組状況 

身近に自然が感じられるような公園や水辺などの憩いの場や、歴史・文化を感じさせて

くれるまち並み景観など、魅力あるまちづくりを進めるため、施策の体系に基づき、 

３９の項目に分けた計画となっています。 

 平成２４年度の主な取組状況として、 

○近代化産業遺産の活用 

別子銅山保存活用連絡調整会で産業遺産の保存・活用を検討した。（スポーツ文化

課） 

○公園の整備 

滝の宮公園の遊具の更新や適正な維持管理に努めた。また、平成２４年５月に三

喜浜公園を新設した。（都市計画課） 

○安全な歩道・通路の整備 

 新居浜駅における南北自由通路の整備に着手しており、平成２６年度春の供用を

目指す。（区画整理課） 

○遊水池・ため池などの周辺整備 

  都市環境を保全・再生していくため、水辺の親水整備および周辺整備を行った。（農

地整備課） 

 

など、潤い、安らぎのある都市環境の実現に努めています。 

 

 

  

③まち並みを大切にするまち（魅力ある都市空間の形成） 



２．目標設定項目の進捗状況 

 市民一人当たりの都市公園などの面積が増加したことにより、公共施設の緑化について

は、増加しています。ビオトープの創出か所については、増加していないため目標が達成

できそうにありません。指定文化財などの説明板は、新たに２箇所設置しました。 

 

 

 

 

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

16 
市民一人当たりの都市公園等 

面積 
都市計画課 

１０．７㎡ 

（Ｈ１４） 
１１．２㎡ １１．４㎡ 103 

17 ビオトープの創出か所数 環境保全課 － ６か所 ３か所 113 

18 公共施設の緑化 

都市計画課 

道路課 

建築住宅課 

学校教育課 

社会教育課 

緑化面積の増加 緑化面積の増加 
増加 

（公園等面積増加） 

   

103 
108 

   

19 指定文化財等の説明板整備 
スポーツ文化課 

別子銅山文化遺産課 

良好なデザインの 

説明板整備 

良好なデザインの 

説明板整備 

随時整備 

２件 

126 
131 

 



 

 

 

１．取組状況 

 私たちは自然に依存する資源・エネルギーを大量に消費し、自然界へ廃棄物を大量に 

排出しています。自然の環境調整能力の範囲内で持続的活動を進めていく循環型社会の 

仕組みをつくるため、施策の体系に基づき、７２の項目に分けた計画となっています。 

 平成２４年度の主な取組状況として、 

○地球温暖化対策地域計画の策定 

再生可能エネルギーの利用を施策に盛り込んだ「新居浜市地球温暖化対策地域計

画」を策定した。（環境保全課） 

○新エネルギーの導入 

清掃センターではごみ焼却熱を利用した発電を行い、施設内で使用している。平

尾墓園合葬式納骨施設、小中学校２７校、慈光園の２９施設には、太陽光発電シス

テムを設置しており、発電した電気は施設内で使用し、平尾墓園合葬式納骨施設で

は、余剰電力を売電している。（環境施設課・環境保全課・学校教育課・介護福祉課） 

○水資源の有効利用 

 水道週間に小学生を対象に施設見学、体験学習を実施。また、市ホームページで

地下水位の状況を掲載し、水道に対する啓発活動を実施。（水道総務課） 

○ごみの発生抑制と減量化 

協定締結店以外のスーパー１３店舗においてマイバッグ持参店頭キャンペーンを

行った。協定締結店以外のスーパー３事業者へ協定締結依頼文書を配布した。（ごみ

減量課・環境保全課） 

○リサイクルの推進 

市役所１階ロビーや、各支所などに不用品伝言板を掲示し、ごみの減量とリユース

を促進した。（ごみ減量課） 

○環境美化対策 

河川・水路のごみのポイ捨て状況を調査し、調査結果を市政だより１月号で広報

し、美化啓発を図った。６月にまち美化キャンペーン（清掃及び美化啓発活動）を

実施した。また、平成２４年度は、９６組の各種ボランティア団体と市アダプトプ

ログラムの合意書を締結し、美化活動が行われた。（ごみ減量課・市民活動推進課） 

○省資源・エネルギー対策 

平成２１年度より住宅用太陽光発電システムの導入に対し、その設置費の一部を

補助している。平成２４年度は４０８基について補助を実施した。（環境保全課） 

○市民・事業者への支援 

ごみ分別の説明会や、清掃センターの見学など関連のある講座も実施し、環境に

関する情報提供を行った。（市民活動推進課） 

 

など、環境への負荷の少ない循環型社会の構築に努めています。 

  

④資源・エネルギーを大切にするまち（循環型社会の形成） 



２．目標設定項目の進捗状況 

市内の住宅に太陽光発電システムを設置する市民に対し、その設置費の一部を補助する

住宅用太陽光発電設備補助事業の件数については順調に推移し、市内における再生可能エ

ネルギーの普及がより一層、進みました。 

 

 

 

  

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

20 
一般家庭年間電力消費量 

（一世帯当たり） 
環境保全課 

５，２９５ｋＷｈ 

（Ｈ１４） 
７，００６ｋＷｈ ５，４６７ｋＷｈ 148 

21 
公用車への低公害車等の導入 

（累積台数） 
管財課 

３台 

（Ｈ１４） 
４８台 ５０台 157 

22 上水道有収率 水道局工務課 
８７．６％ 

（Ｈ１４） 
８９．８％ ９２．８％ 163 

23 
市民一人一日当たりの 

ごみ排出量 

ごみ減量課 

１，５２１g 

（Ｈ１４） 
－ １，０３３g 173 

24 資源ごみのリサイクル率 
７．７％ 

（Ｈ１４） 
２０．４％ １７．９％ 181 

25 
にいはまグリーンショップ認定 

店舗数 

環境保全課 

－ ５０店舗 ３５店舗 189 

26 市の事務用品のグリーン購入 
グリーン購入の 

推進 

グリーン購入の 

推進 

グリーン購入率 

９８．０％ 144 

27 学校版ＩＳＯ認証学校 
学校教育課 

環境保全課 

学校版ＩＳＯ 

認証学校の増加 

学校版ＩＳＯ 

認証学校の増加 
６校 220 

28 
公共施設愛護事業登録 

（登録件数） 
市民活動推進課 

３４件 

（Ｈ１５） 
１００件 ９６件 276 

29 
住宅用太陽光発電設備補助事業 

（補助件数） 
環境保全課 

０件 

（Ｈ２０） 
－ ４０８件 270 

 



 

 

 

１．取組状況 

市民・事業者一人ひとりの活動が、地球環境問題に大きく関わっていることを認識し、

地域レベルから地球環境の保全に取組むため、施策の体系に基づき、１９の項目に分けた

計画となっています。 

 平成２４年度の主な取組状況として、 

○地球環境問題への関心と理解 

平成２１年１１月２８日地球高温化対策地域協議会を設立（市民・事業者・行政

が協働で温暖化防止を推進するための組織で２８０団体加入）。マイバッグ持参推進

キャンペーンの実施や、エコライフシールの全小学生配布、エコドライブＤＶＤ講

習および総会において環境学習講座を開催した。（環境保全課） 

○事業所のＩＳＯ取得支援 

 東予産業創造センターと連携し、ＩＳＯ取得の相談指導などを行った。（商工労政

課） 

○国産材の使用促進 

 市民の森に県産材を活用した木製遊具を設置した。また、市役所一階ロビーへ啓

発用の机と椅子を設置した。（農林水産課） 

 

など、地球にやさしいまちの実現に努めています。 

 

２．目標設定項目の進捗状況 

市の事務事業における温室効果ガスの総排出量については、前年度に比べ、二酸化炭素

の排出量は増加しましたが、基準年度と比較すると１０．８％減少しています。また、環

境家計簿の利用者は目標を達成できませんでした。引き続き環境負荷軽減に向け取り組む

必要があります。 

 

 

  

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

30 環境家計簿の利用状況 

環境保全課 

－ ４４０世帯 ３７６世帯 218 

31 
温室効果ガス総排出量 

（市の事務事業） 

３２，３６７ｔ-ＣＯ２ 

（Ｈ２０） 
－ 

２８，８６８ｔ-ＣＯ２ 

（１０．８％減） 216 

 

⑤かけがえのない地球を大切にするまち（地球環境の保全） 



 

 

 

１．取組状況 

市民・事業者一人ひとりが、環境に対する高い意識を持ち、より良い環境のまちづくり

に取組みます。市は率先して行動し、市民・事業者の活動を支援するため、施策の体系に

基づき、４９の項目に分けた計画となっています。 

平成２４年度の主な取組み状況として、 

○環境教育・学習の推進 

自然環境をよく理解するための現地講座あるいは講座内の数回において、環境教

育を実施。（市民活動推進課・環境保全課・生涯学習センター） 

○環境に配慮した事業活動支援 

 企業立地促進条例による環境保全施設等奨励金を通じて、環境に配慮した事業活

動の支援を実施。（商工労政課） 

○助成制度の充実 

ごみの資源化・減量化の推進を目的として、資源ごみ回収活動を行っている民間

団体に対し、回収量に応じた奨励金を交付。（ごみ減量課） 

住宅用太陽光発電システムの設置者に対し、補助を実施。（環境保全課） 

○環境情報の提供 

ホームページ、市政だより、ちらしなどで自然観察会、講演会などの参加の呼び

かけを実施。（環境保全課） 

○環境学習フィールドの充実 

 地球温暖化防止体験学習を、別子山市有林およびゆらぎの森を間伐材等の体験学

習の場として活用している。（農林水産課） 

 

など、環境保全意識の啓発に努めています。 

 

２．目標設定項目の進捗状況 

 市政だより・ホームページなどで市民活動情報を提供しましたが、今後は市民の方々の

環境活動情報を提供する工夫が必要と考えます。 

 

 

  

番号 項   目 担当課 

基準数値 目標数値 
Ｈ２４年度 

進捗状況 
評 価 

基準年度 
環境保全行動計画 

（Ｈ２４年度） 

32 こどもエコクラブの推進 環境保全課 
４団体 

（Ｈ１４） 
９団体 ６団体 256 

33 
広報誌や情報誌、インターネット

などによる市民活動情報の提供 
各課所 

市民活動情報の 

提供 

市民活動情報の 

提供 

広報誌、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、 

ＣＡＴＶ等による市民 

活動情報の提供の実施 
267 

 

⑥人を大切にするまち（環境教育・学習の推進） 



２ 取組み（平成２４年度）に対する評価 

 

温室効果ガスの排出抑制と環境保全意識の高揚を図ることを目的として、平成２１

年度より市民を対象に住宅用太陽光発電システムの設置に対し補助金を交付してい

ます。平成２４年度は４０８件の補助を行い、累計では１,１１２件になります。 

 「エコアクションプランにいはま」については、市の事務事業から排出される温室

効果ガスを、基準年度の平成２０年度から、平成２５年度までに１８％以上削減する

ことを目標に取り組んでいます。平成２３年１１月の新造船の導入により、渡海船の

燃料がＡ重油から軽油へと変更となったことから、平成２４年度には目標値の一部を

見直しましたが、灯油、ガソリンの使用量は基準年度を上回っており、温室効果ガス

の削減率は１０．８％となっています。 

 市域の温室効果ガスの排出削減のために、平成２４年度末に「地球温暖化対策地域

計画」を策定し、市民や事業者の皆さんと取り組むことにより、平成３２年度までに

二酸化炭素の排出量を平成２１年度に比べ２５％削減するという目標を設定しまし

た。 

 平成２２年４月の改正省エネ法の施行に伴い、市役所（市長事務部局と教育委員会）

が新たに規制の対象となったことから、省エネに関する定期報告や中長期計画の提出

が義務付けられ、また、エネルギー消費原単位を毎年１％以上改善することとされた

ため、「省エネルギー推進会」を立ち上げ、全庁的に省エネ活動に取り組んでいます。 

 ごみの量については、平成１６年度以降は減少傾向にありますが、一人当たりのご

み排出量は、全国や愛媛県の平均に比べるとまだ多いので、衣類や使用済み食用油の

拠点回収などのごみ減量のための施策を推進していく必要があります。 

 市・市民・事業者が協働で、温暖化対策を推進するために設立された「地球高温化

対策地域協議会」での活動として、マイバッグ持参推進キャンペーンを実施し、マイ

バッグを配布し持参を呼びかけるなど、レジ袋の削減を図りました。 

 新居浜市独自の環境マネージメントシステム「Ｎｉ－ＥＭＳ（ニームス）」により、

環境関連計画や省エネ活動を進行管理するとともに、市民環境監査の実施により、継

続的な改善を図っています。 

 今後も環境基本計画のめざす環境像『こどもたちの未来のために －人と自然が共

生し、かけがえのない環境を大切にするまち“にいはま”－』の実現に向け、市・市

民・事業者が一体となって取り組んでいく必要があります。 


